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個人情報取扱事務登録簿 

 

事 務 の 名 称 個人町県民税の賦課に関する事務 
整理番号 

税住－１ 
担 当 課 ・ 係 税務住民課 課税係 

事 務 の 目 的 

又 は 概 要 
個人町県民税の公正かつ適正な賦課事務の執行に関する事務 

事 務 開 始 日 平成 18 年 1 月 10 日 事 務 変 更 日 年 月 日 

事 務 廃 止 日 年 月 日 個人情報消去日 年 月 日 

対象者の範囲 

賦課期日（１月１日）現在、町内に住所を有する個人、町内に
事務所、事業所又は家屋敷を有する個人で町内に賦課期日現在、
住所を有しない者 

対象者数 

 

個人情報の項目 

一般的取扱事項 

基本的事項 経歴・成績 経済・状況 生活事項 

☑整理番号 

☑氏名 

☑性別 

☑電話番号 

☑生年月日・年齢 

☑住所 

□本籍・国籍 

□印影 

☑個人番号 

□その他 

□学業・学歴 

□職業・職歴 

□地位 

□資格 

□成績・評価 

□賞罰 

□その他 

☑所得・収入 

□資産状況 

□取引状況 

☑公的扶助受給 

□口座番号等 

□その他 

☑家族状況 

☑親族・続柄 

☑婚姻歴 

□居住状況 

□社会的活動 

□団体加入状況 

□意見・要望 

□趣味・嗜好 

□その他 

要配慮個人情報の
取扱い 

□人種 

□信条 

□社会的身分 

□刑事事件手続に関する事実 

□少年保護事件手続に関する事実 

□犯罪の経歴 

□犯罪により害を被った事実 

□病歴 

☑心身の機能の障害 

□健康診断等の結果 

□医師等による心身状態の改善指導・診療・調剤 

取扱理由 
理由：所得控除算定のため 

根拠法令：地方税法 

条例要配慮個人情報
の取扱い 

 

取扱理由 
理由： 

根拠法令： 

個人情報の取得先 

☑本人から取得 

☑本人以外から取得 

本人以外の場合の取得先 

給与の支払者、公的年金等の支払者、松
阪税務署、町民福祉課、健康ほけん課 □同一機関内 

☑町の他機関 

☑他の官公庁 

□公共的・公益団体 

☑□民間事業者 

□私人 
【法令等の定め】 

地方税法、大台町税条例 

目 的 外 利 用 

（他事務の利用） 
□有 ☑無 

目的外利用を行う事務名 

 

提     供 □有 ☑無 
経常的な提供先 

 

処理・保存形態 

処理形態 保存形態 事務処理委託 

□パソコン単体（ソフトウエア） 

☑情報システム（ネットワーク） 

☑手作業処理 

☑紙媒体（フィルムを含む） 

☑サーバ（ネットワーク） 

☑電磁的記録媒体 

☑有 

□無 

個人情報ファイル 

・公文書名 

個人町県民税課税システム、申告支援システム、給与支払報告書、公的年金等支払報
告書、所得税及び復興所得税申告書、住民税申告書、給与所得者異動届、寄附金税額
控除申告特例通知書、地方税法 294 条関係 

備     考  
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個人情報取扱事務登録簿 

 

事 務 の 名 称 個人町県民税の減免に関する事務 
整理番号 

税住－２ 
担 当 課 ・ 係 税務住民課 課税係 

事 務 の 目 的 

又 は 概 要 
大台町税条例に基づく、個人町県民税の減免に関する事務 

事 務 開 始 日 平成 18 年 1 月 10 日 事 務 変 更 日 年 月 日 

事 務 廃 止 日 年 月 日 個人情報消去日 年 月 日 

対象者の範囲 個人町県民税の減免措置を受けようとする者 
対象者数 

 

個人情報の項目 

一般的取扱事項 

基本的事項 経歴・成績 経済・状況 生活事項 

☑整理番号 

☑氏名 

☑性別 

☑電話番号 

☑生年月日・年齢 

☑住所 

□本籍・国籍 

□印影 

☑個人番号 

□その他 

□学業・学歴 

□職業・職歴 

□地位 

□資格 

□成績・評価 

□賞罰 

□その他 

☑所得・収入 

□資産状況 

□取引状況 

☑公的扶助受給 

□口座番号等 

□その他 

☑家族状況 

☑親族・続柄 

☑婚姻歴 

☑居住状況 

□社会的活動 

□団体加入状況 

□意見・要望 

□趣味・嗜好 

□その他 

要配慮個人情報の
取扱い 

□人種 

□信条 

□社会的身分 

□刑事事件手続に関する事実 

□少年保護事件手続に関する事実 

□犯罪の経歴 

□犯罪により害を被った事実 

□病歴 

☑心身の機能の障害 

□健康診断等の結果 

□医師等による心身状態の改善指導・診療・調剤 

取扱理由 
理由：個人町県民税の減免適用にかかる確認のため 

根拠法令：地方税法、大台町税条例 

条例要配慮個人情報
の取扱い 

 

取扱理由 
理由： 

根拠法令： 

個人情報の取得先 

☑本人から取得 

□本人以外から取得 

本人以外の場合の取得先 

 
□同一機関内 

□町の他機関 

□他の官公庁 

□公共的・公益団体 

□民間事業者 

□私人 
【法令等の定め 

 

目 的 外 利 用 

（他事務の利用） 
□有 ☑無 

目的外利用を行う事務名 

 

提     供 □有 ☑無 
経常的な提供先 

 

処理・保存形態 

処理形態 保存形態 事務処理委託 

□パソコン単体（ソフトウエア） 

☑情報システム（ネットワーク） 

☑手作業処理 

☑紙媒体（フィルムを含む） 

☑サーバ（ネットワーク） 

□電磁的記録媒体 

☑有 

□無 

個人情報ファイル 

・公文書名 
個人町県民税減免申告書、生活保護台帳、身体・精神・知的障がい者台帳 

備     考  
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個人情報取扱事務登録簿 

 

事 務 の 名 称 固定資産税の賦課に関する事務 
整理番号 

税住－３ 
担 当 課 ・ 係 税務住民課 課税係 

事 務 の 目 的 

又 は 概 要 
固定資産税の公正かつ適正な賦課事務の執行に関する事務 

事 務 開 始 日 平成 18 年 1 月 10 日 事 務 変 更 日 年 月 日 

事 務 廃 止 日 年 月 日 個人情報消去日 年 月 日 

対象者の範囲 
町内に固定資産（土地、家屋、償却資産）を所有する者、所有
者が死亡した場合はその相続人又は納税管理人 

対象者数 

 

個人情報の項目 

一般的取扱事項 

基本的事項 経歴・成績 経済・状況 生活事項 

☑整理番号 

☑氏名 

□性別 

☑電話番号 

☑生年月日・年齢 

☑住所 

□本籍・国籍 

□印影 

☑個人番号 

□その他 

□学業・学歴 

□職業・職歴 

□地位 

□資格 

□成績・評価 

□賞罰 

□その他 

□所得・収入 

☑資産状況 

□取引状況 

□公的扶助受給 

□口座番号等 

□その他 

□家族状況 

□親族・続柄 

□婚姻歴 

□居住状況 

□社会的活動 

□団体加入状況 

□意見・要望 

□趣味・嗜好 

□その他 

要配慮個人情報の
取扱い 

□人種 

□信条 

□社会的身分 

□刑事事件手続に関する事実 

□少年保護事件手続に関する事実 

□犯罪の経歴 

□犯罪により害を被った事実 

□病歴 

□心身の機能の障害 

□健康診断等の結果 

□医師等による心身状態の改善指導・診療・調剤 

取扱理由 
理由： 

根拠法令： 

条例要配慮個人情報
の取扱い 

 

取扱理由 
理由： 

根拠法令： 

個人情報の取得先 

☑本人から取得 

☑本人以外から取得 

本人以外の場合の取得先 

松阪法務局、松阪県税事務所 
□同一機関内 

□町の他機関 

☑他の官公庁 

□公共的・公益団体 

□民間事業者 

□私人 
【法令等の定め】 

地方税法、不動産登記法、大台町税条例 

目 的 外 利 用 

（他事務の利用） 
□有 ☑□無 

目的外利用を行う事務名 

 

提     供 □有 ☑□無 
経常的な提供先 

 

処理・保存形態 

処理形態 保存形態 事務処理委託 

□パソコン単体（ソフトウエア） 

☑情報システム（ネットワーク） 

☑手作業処理 

☑紙媒体（フィルムを含む） 

☑サーバ（ネットワーク） 

□電磁的記録媒体 

☑有 

□無 

個人情報ファイル 

・公文書名 

固定資産税課税システム、家屋評価システム、土地台帳、家屋台帳、償却資産申告書、
地番図情報システム、相続税法 58 条関係 

備     考  
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個人情報取扱事務登録簿 

 

事 務 の 名 称 固定資産税の減免に関する事務 
整理番号 

税住－４ 
担 当 課 ・ 係 税務住民課 課税係 

事 務 の 目 的 

又 は 概 要 
大台町税条例に基づく、固定資産税の減免に関する事務 

事 務 開 始 日 平成 18 年 1 月 10 日 事 務 変 更 日 年 月 日 

事 務 廃 止 日 年 月 日 個人情報消去日 年 月 日 

対象者の範囲 固定資産税の減免措置を受けようとする者 
対象者数 

 

個人情報の項目 

一般的取扱事項 

基本的事項 経歴・成績 経済・状況 生活事項 

☑整理番号 

☑氏名 

□性別 

☑電話番号 

☑生年月日・年齢 

☑住所 

□本籍・国籍 

□印影 

☑個人番号 

□その他 

□学業・学歴 

□職業・職歴 

□地位 

□資格 

□成績・評価 

□賞罰 

□その他 

□所得・収入 

☑資産状況 

□取引状況 

□公的扶助受給 

□口座番号等 

□その他 

□家族状況 

□親族・続柄 

□婚姻歴 

□居住状況 

□社会的活動 

□団体加入状況 

□意見・要望 

□趣味・嗜好 

□その他 

要配慮個人情報の
取扱い 

□人種 

□信条 

□社会的身分 

□刑事事件手続に関する事実 

□少年保護事件手続に関する事実 

□犯罪の経歴 

□犯罪により害を被った事実 

□病歴 

□心身の機能の障害 

□健康診断等の結果 

□医師等による心身状態の改善指導・診療・調剤 

取扱理由 
理由： 

根拠法令： 

条例要配慮個人情報
の取扱い 

 

取扱理由 
理由： 

根拠法令： 

個人情報の取得先 

☑本人から取得 

□本人以外から取得 

本人以外の場合の取得先 

 
□同一機関内 

□町の他機関 

□他の官公庁 

□公共的・公益団体 

□民間事業者 

□私人 
【法令等の定め】 

 

目 的 外 利 用 

（他事務の利用） 
□有 ☑無 

目的外利用を行う事務名 

 

提     供 □有 ☑無 
経常的な提供先 

 

処理・保存形態 

処理形態 保存形態 事務処理委託 

□パソコン単体（ソフトウエア） 

☑情報システム（ネットワーク） 

☑手作業処理 

☑紙媒体（フィルムを含む） 

☑サーバ（ネットワーク） 

□電磁的記録媒体 

☑有 

□無 

個人情報ファイル 

・公文書名 

固定資産税減免申告書（土地）、固定資産税減免申告書（家屋）、固定資産税減免申告
書（償却） 

備     考  
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個人情報取扱事務登録簿 

 

事 務 の 名 称 軽自動車税の賦課に関する事務 
整理番号 

税住－５ 
担 当 課 ・ 係 税務住民課 課税係 

事 務 の 目 的 

又 は 概 要 
軽自動車税の公正かつ適正な賦課事務の執行に関する事務 

事 務 開 始 日 平成 18 年 1 月 10 日 事 務 変 更 日 年 月 日 

事 務 廃 止 日 年 月 日 個人情報消去日 年 月 日 

対象者の範囲 
町内に主たる定置場を有する軽自動車等を所有又は使用す
る者 

対象者数 

 

個人情報の項目 

一般的取扱事項 

基本的事項 経歴・成績 経済・状況 生活事項 

☑整理番号 

☑氏名 

□性別 

☑電話番号 

☑生年月日・年齢 

☑住所 

□本籍・国籍 

□印影 

☑個人番号 

□その他 

□学業・学歴 

□職業・職歴 

□地位 

□資格 

□成績・評価 

□賞罰 

□その他 

□所得・収入 

☑資産状況 

□取引状況 

□公的扶助受給 

□口座番号等 

□その他 

□家族状況 

□親族・続柄 

□婚姻歴 

□居住状況 

□社会的活動 

□団体加入状況 

□意見・要望 

□趣味・嗜好 

□その他 

要配慮個人情報の
取扱い 

□人種 

□信条 

□社会的身分 

□刑事事件手続に関する事実 

□少年保護事件手続に関する事実 

□犯罪の経歴 

□犯罪により害を被った事実 

□病歴 

□心身の機能の障害 

□健康診断等の結果 

□医師等による心身状態の改善指導・診療・調剤 

取扱理由 
理由： 

根拠法令： 

条例要配慮個人情報
の取扱い 

 

取扱理由 
理由： 

根拠法令： 

個人情報の取得先 

☑本人から取得 

☑本人以外から取得 

本人以外の場合の取得先 

軽自動車検査協会、 
□同一機関内 

□町の他機関 

☑他の官公庁 

□公共的・公益団体 

□民間事業者 

□私人 
【法令等の定め】 

地方税法、大台町税条例 

目 的 外 利 用 

（他事務の利用） 
□有 ☑無 

目的外利用を行う事務名 

 

提     供 □有 ☑無 
経常的な提供先 

 

処理・保存形態 

処理形態 保存形態 事務処理委託 

□パソコン単体（ソフトウエア） 

☑情報システム（ネットワーク） 

☑手作業処理 

☑紙媒体（フィルムを含む） 

☑サーバ（ネットワーク） 

□電磁的記録媒体 

☑有 

□無 

個人情報ファイル 

・公文書名 

軽自動車税課税システム、軽自動車税（種別割）廃車・変更申告書、原動機付自転車
等標識交付申請書 

備     考  
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個人情報取扱事務登録簿 

 

事 務 の 名 称 軽自動車税の減免に関する事務 
整理番号 

税住－６ 
担 当 課 ・ 係 税務住民課 課税係 

事 務 の 目 的 

又 は 概 要 
大台町税条例に基づく、軽自動車税の減免に関する事務 

事 務 開 始 日 平成 18 年 1 月 10 日 事 務 変 更 日 年 月 日 

事 務 廃 止 日 年 月 日 個人情報消去日 年 月 日 

対象者の範囲 軽自動車税の減免措置を受けようとする者 
対象者数 

 

個人情報の項目 

一般的取扱事項 

基本的事項 経歴・成績 経済・状況 生活事項 

☑整理番号 

☑氏名 

□性別 

☑電話番号 

☑生年月日・年齢 

☑住所 

□本籍・国籍 

□印影 

☑個人番号 

□その他 

□学業・学歴 

□職業・職歴 

□地位 

□資格 

□成績・評価 

□賞罰 

□その他 

□所得・収入 

☑資産状況 

□取引状況 

□公的扶助受給 

□口座番号等 

□その他 

□家族状況 

□親族・続柄 

□婚姻歴 

□居住状況 

□社会的活動 

□団体加入状況 

□意見・要望 

□趣味・嗜好 

□その他 

要配慮個人情報の
取扱い 

□人種 

□信条 

□社会的身分 

□刑事事件手続に関する事実 

□少年保護事件手続に関する事実 

□犯罪の経歴 

□犯罪により害を被った事実 

□病歴 

☑心身の機能の障害 

□健康診断等の結果 

□医師等による心身状態の改善指導・診療・調剤 

取扱理由 
理由：軽自動車税の減免適用にかかる確認のため 

根拠法令：地方税法、大台町税条例 

条例要配慮個人情報
の取扱い 

 

取扱理由 
理由： 

根拠法令： 

個人情報の取得先 

☑本人から取得 

□本人以外から取得 

本人以外の場合の取得先 

 
□同一機関内 

□町の他機関 

□他の官公庁 

□公共的・公益団体 

□民間事業者 

□私人 
【法令等の定め】 

 

目 的 外 利 用 

（他事務の利用） 
□有 ☑無 

目的外利用を行う事務名 

 

提     供 □有 ☑無 
経常的な提供先 

 

処理・保存形態 

処理形態 保存形態 事務処理委託 

□パソコン単体（ソフトウエア） 

☑情報システム（ネットワーク） 

☑手作業処理 

☑紙媒体（フィルムを含む） 

☑サーバ（ネットワーク） 

□電磁的記録媒体 

☑有 

□無 

個人情報ファイル 

・公文書名 
軽自動車税減免申請書 

備     考  

 

 



7 

個人情報取扱事務登録簿 

 

事 務 の 名 称 自動車臨時運行許可に関する事務 
整理番号 

税住－７ 
担 当 課 ・ 係 税務住民課 課税係 

事 務 の 目 的 

又 は 概 要 
道路運送車両法に基づく、自動車臨時運行許可に関する事務 

事 務 開 始 日 平成 18 年 1 月 10 日 事 務 変 更 日 年 月 日 

事 務 廃 止 日 年 月 日 個人情報消去日 年 月 日 

対象者の範囲 自動車臨時運行許可を受けようとする者 
対象者数 

 

個人情報の項目 

一般的取扱事項 

基本的事項 経歴・成績 経済・状況 生活事項 

☑整理番号 

☑氏名 

□性別 

☑電話番号 

□生年月日・年齢 

☑住所 

□本籍・国籍 

□印影 

□個人番号 

□その他 

□学業・学歴 

☑職業・職歴 

□地位 

□資格 

□成績・評価 

□賞罰 

□その他 

□所得・収入 

☑資産状況 

□取引状況 

□公的扶助受給 

□口座番号等 

□その他 

□家族状況 

□親族・続柄 

□婚姻歴 

□居住状況 

□社会的活動 

□団体加入状況 

□意見・要望 

□趣味・嗜好 

□その他 

要配慮個人情報の
取扱い 

□人種 

□信条 

□社会的身分 

□刑事事件手続に関する事実 

□少年保護事件手続に関する事実 

□犯罪の経歴 

□犯罪により害を被った事実 

□病歴 

□心身の機能の障害 

□健康診断等の結果 

□医師等による心身状態の改善指導・診療・調剤 

取扱理由 
理由： 

根拠法令： 

条例要配慮個人情報
の取扱い 

 

取扱理由 
理由： 

根拠法令： 

個人情報の取得先 

☑本人から取得 

□本人以外から取得 

本人以外の場合の取得先 

 
□同一機関内 

□町の他機関 

□他の官公庁 

□公共的・公益団体 

□民間事業者 

□私人 
【法令等の定め】 

 

目 的 外 利 用 

（他事務の利用） 
□有 ☑無 

目的外利用を行う事務名 

 

提     供 □有 ☑無 
経常的な提供先 

 

処理・保存形態 

処理形態 保存形態 事務処理委託 

☑パソコン単体（ソフトウエア） 

□情報システム（ネットワーク） 

☑手作業処理 

☑紙媒体（フィルムを含む） 

□サーバ（ネットワーク） 

□電磁的記録媒体 

□有 

☑無 

個人情報ファイル 

・公文書名 
自転車臨時運行許可 

備     考  

 

 



8 

個人情報取扱事務登録簿 

 

事 務 の 名 称 町たばこ税の賦課に関する事務 
整理番号 

税住－８ 
担 当 課 ・ 係 税務住民課 課税係 

事 務 の 目 的 

又 は 概 要 
町たばこ税の公正かつ適正な賦課事務の執行に関する事務 

事 務 開 始 日 平成 18 年 1 月 10 日 事 務 変 更 日 年 月 日 

事 務 廃 止 日 年 月 日 個人情報消去日 年 月 日 

対象者の範囲 小売販売業者、卸売販売業者等 
対象者数 

 

個人情報の項目 

一般的取扱事項 

基本的事項 経歴・成績 経済・状況 生活事項 

☑整理番号 

☑氏名 

□性別 

☑電話番号 

□生年月日・年齢 

☑住所 

□本籍・国籍 

□印影 

□個人番号 

□その他 

□学業・学歴 

□職業・職歴 

□地位 

□資格 

□成績・評価 

□賞罰 

□その他 

□所得・収入 

□資産状況 

□取引状況 

□公的扶助受給 

□口座番号等 

□その他 

□家族状況 

□親族・続柄 

□婚姻歴 

□居住状況 

□社会的活動 

□団体加入状況 

□意見・要望 

□趣味・嗜好 

□その他 

要配慮個人情報の
取扱い 

□人種 

□信条 

□社会的身分 

□刑事事件手続に関する事実 

□少年保護事件手続に関する事実 

□犯罪の経歴 

□犯罪により害を被った事実 

□病歴 

□心身の機能の障害 

□健康診断等の結果 

□医師等による心身状態の改善指導・診療・調剤 

取扱理由 
理由： 

根拠法令： 

条例要配慮個人情報
の取扱い 

 

取扱理由 
理由： 

根拠法令： 

個人情報の取得先 

☑本人から取得 

□本人以外から取得 

本人以外の場合の取得先 

 
□同一機関内 

□町の他機関 

□他の官公庁 

□公共的・公益団体 

□民間事業者 

□私人 
【法令等の定め】 

 

目 的 外 利 用 

（他事務の利用） 
□有 ☑無 

目的外利用を行う事務名 

 

提     供 □有 ☑無 
経常的な提供先 

 

処理・保存形態 

処理形態 保存形態 事務処理委託 

☑パソコン単体（ソフトウエア） 

□情報システム（ネットワーク） 

☑手作業処理 

☑紙媒体（フィルムを含む） 

□サーバ（ネットワーク） 

□電磁的記録媒体 

□有 

☑無 

個人情報ファイル 

・公文書名 
町たばこ税申告書 

備     考  

 

 



9 

個人情報取扱事務登録簿 

 

事 務 の 名 称 国民健康保険税の賦課に関する事務 
整理番号 

税住－９ 
担 当 課 ・ 係 税務住民課 課税係 

事 務 の 目 的 

又 は 概 要 
国民健康保険税の公正かつ適正な賦課事務の執行に関する事務 

事 務 開 始 日 平成 18 年 1 月 10 日 事 務 変 更 日 年 月 日 

事 務 廃 止 日 年 月 日 個人情報消去日 年 月 日 

対象者の範囲 国民健康保険有資格者、資格喪失者及びその関係者 
対象者数 

 

個人情報の項目 

一般的取扱事項 

基本的事項 経歴・成績 経済・状況 生活事項 

☑整理番号 

☑氏名 

☑性別 

☑電話番号 

☑生年月日・年齢 

☑住所 

□本籍・国籍 

□印影 

☑個人番号 

□その他 

□学業・学歴 

☑職業・職歴 

□地位 

□資格 

□成績・評価 

□賞罰 

□その他 

☑所得・収入 

☑資産状況 

□取引状況 

□公的扶助受給 

□口座番号等 

□その他 

☑家族状況 

□親族・続柄 

□婚姻歴 

□居住状況 

□社会的活動 

□団体加入状況 

□意見・要望 

□趣味・嗜好 

□その他 

要配慮個人情報の
取扱い 

□人種 

□信条 

□社会的身分 

□刑事事件手続に関する事実 

□少年保護事件手続に関する事実 

□犯罪の経歴 

□犯罪により害を被った事実 

□病歴 

☑心身の機能の障害 

□健康診断等の結果 

□医師等による心身状態の改善指導・診療・調剤 

取扱理由 
理由：国民健康保険税の賦課事務のため 

根拠法令：国民健康保険法、地方税法 

条例要配慮個人情報
の取扱い 

 

取扱理由 
理由： 

根拠法令： 

個人情報の取得先 

☑本人から取得 

☑本人以外から取得 

本人以外の場合の取得先 

健康ほけん課、 
☑同一機関内 

☑町の他機関 

☑他の官公庁 

□公共的・公益団体 

□民間事業者 

□私人 
【法令等の定め】 

国民健康保険法、地方税法、 
大台町国民健康保険税条例 

目 的 外 利 用 

（他事務の利用） 
□有 ☑無 

目的外利用を行う事務名 

 

提     供 □有 ☑無 
経常的な提供先 

 

処理・保存形態 

処理形態 保存形態 事務処理委託 

□パソコン単体（ソフトウエア） 

☑□情報システム（ネットワー
ク） 

☑手作業処理 

☑紙媒体（フィルムを含む） 

☑サーバ（ネットワーク） 

□電磁的記録媒体 

☑有 

□無 

個人情報ファイル 

・公文書名 
国民健康保険税課税システム、所得に関する照会・回答 

備     考  

 



10 

個人情報取扱事務登録簿 

 

事 務 の 名 称 国民健康保険税の減免に関する事務 
整理番号 

税住－１０ 
担 当 課 ・ 係 税務住民課 課税係 

事 務 の 目 的 

又 は 概 要 
大台町税条例に基づく、国民健康保険税の減免に関する事務 

事 務 開 始 日 平成 18 年 1 月 10 日 事 務 変 更 日 年 月 日 

事 務 廃 止 日 年 月 日 個人情報消去日 年 月 日 

対象者の範囲 国民健康保険税の減免措置を受けようとする者 
対象者数 

 

個人情報の項目 

一般的取扱事項 

基本的事項 経歴・成績 経済・状況 生活事項 

☑整理番号 

☑氏名 

☑性別 

☑電話番号 

☑生年月日・年齢 

☑住所 

□本籍・国籍 

□印影 

☑個人番号 

□その他 

□学業・学歴 

☑職業・職歴 

□地位 

□資格 

□成績・評価 

□賞罰 

□その他 

☑所得・収入 

☑資産状況 

□取引状況 

□公的扶助受給 

□口座番号等 

□その他 

☑家族状況 

□親族・続柄 

□婚姻歴 

□居住状況 

□社会的活動 

□団体加入状況 

□意見・要望 

□趣味・嗜好 

□その他 

要配慮個人情報の
取扱い 

□人種 

□信条 

□社会的身分 

□刑事事件手続に関する事実 

□少年保護事件手続に関する事実 

□犯罪の経歴 

□犯罪により害を被った事実 

☑病歴 

☑心身の機能の障害 

□健康診断等の結果 

□医師等による心身状態の改善指導・診療・調剤 

取扱理由 
理由：国民健康保険税の減免適用にかかる確認のため 

根拠法令：国民健康保険法、地方税法、大台町国民健康保険税条例 

条例要配慮個人情報
の取扱い 

 

取扱理由 
理由： 

根拠法令： 

個人情報の取得先 

☑本人から取得 

□本人以外から取得 

本人以外の場合の取得先 

 
□同一機関内 

□町の他機関 

□他の官公庁 

□公共的・公益団体 

□民間事業者 

□私人 
【法令等の定め】 

 

目 的 外 利 用 

（他事務の利用） 
□有 ☑無 

目的外利用を行う事務名 

 

提     供 □有 ☑無 
経常的な提供先 

 

処理・保存形態 

処理形態 保存形態 事務処理委託 

□パソコン単体（ソフトウエア） 

☑情報システム（ネットワーク） 

☑手作業処理 

☑紙媒体（フィルムを含む） 

☑サーバ（ネットワーク） 

□電磁的記録媒体 

☑有 

□無 

個人情報ファイル 

・公文書名 
国民健康保険税減免申請書 

備     考  

 

 



11 

個人情報取扱事務登録簿 

 

事 務 の 名 称 町税等の収納管理に関する事務 
整理番号 

税住－１１ 
担 当 課 ・ 係 税務住民課 収納係 

事 務 の 目 的 

又 は 概 要 
町税等の収納管理の適正な執行に関する事務 

事 務 開 始 日 平成 18 年 1 月 10 日 事 務 変 更 日 年 月 日 

事 務 廃 止 日 年 月 日 個人情報消去日 年 月 日 

対象者の範囲 納税義務者及びその関係者 
対象者数 

 

個人情報の項目 

一般的取扱事項 

基本的事項 経歴・成績 経済・状況 生活事項 

☑整理番号 

☑氏名 

□性別 

□電話番号 

□生年月日・年齢 

☑住所 

□本籍・国籍 

□印影 

☑個人番号 

□その他 

□学業・学歴 

□職業・職歴 

□地位 

□資格 

□成績・評価 

□賞罰 

□その他 

□所得・収入 

□資産状況 

□取引状況 

□公的扶助受給 

☑口座番号等 

☑その他 

□家族状況 

□親族・続柄 

□婚姻歴 

□居住状況 

□社会的活動 

□団体加入状況 

□意見・要望 

□趣味・嗜好 

□その他 

要配慮個人情報の
取扱い 

□人種 

□信条 

□社会的身分 

□刑事事件手続に関する事実 

□少年保護事件手続に関する事実 

□犯罪の経歴 

□犯罪により害を被った事実 

□病歴 

□心身の機能の障害 

□健康診断等の結果 

□医師等による心身状態の改善指導・診療・調剤 

取扱理由 
理由： 

根拠法令： 

条例要配慮個人情報
の取扱い 

 

取扱理由 
理由： 

根拠法令： 

個人情報の取得先 

☑本人から取得 

□本人以外から取得 

本人以外の場合の取得先 

 
□同一機関内 

□町の他機関 

□他の官公庁 

□公共的・公益団体 

□民間事業者 

□私人 
【法令等の定め】 

 

目 的 外 利 用 

（他事務の利用） 
□有 ☑無 

目的外利用を行う事務名 

 

提     供 □有 ☑無 
経常的な提供先 

 

処理・保存形態 

処理形態 保存形態 事務処理委託 

□パソコン単体（ソフトウエア） 

☑情報システム（ネットワーク） 

☑手作業処理 

☑紙媒体（フィルムを含む） 

☑サーバ（ネットワーク） 

□電磁的記録媒体 

☑有 

□無 

個人情報ファイル 

・公文書名 

収納管理システム、口座振替依頼書、過誤納金還付・充当、地方税に関する照会・回
答 

備     考  

 

 



12 

個人情報取扱事務登録簿 

 

事 務 の 名 称 町税等の滞納整理に関する事務 
整理番号 

税住－１２ 
担 当 課 ・ 係 税務住民課 収納係 

事 務 の 目 的 

又 は 概 要 
町税等の滞納整理の適正な執行に関する事務 

事 務 開 始 日 平成 18 年 1 月 10 日 事 務 変 更 日 年 月 日 

事 務 廃 止 日 年 月 日 個人情報消去日 年 月 日 

対象者の範囲 町税等滞納者及びその関係者 
対象者数 

 

個人情報の項目 

一般的取扱事項 

基本的事項 経歴・成績 経済・状況 生活事項 

☑整理番号 

☑氏名 

☑性別 

☑電話番号 

☑生年月日・年齢 

☑住所 

□本籍・国籍 

□印影 

☑個人番号 

□その他 

□学業・学歴 

☑職業・職歴 

□地位 

□資格 

□成績・評価 

□賞罰 

□その他 

☑所得・収入 

☑資産状況 

☑取引状況 

☑公的扶助受給 

☑口座番号等 

□その他 

☑家族状況 

☑親族・続柄 

☑婚姻歴 

☑居住状況 

□社会的活動 

□団体加入状況 

□意見・要望 

□趣味・嗜好 

□その他 

要配慮個人情報の
取扱い 

□人種 

□信条 

□社会的身分 

□刑事事件手続に関する事実 

□少年保護事件手続に関する事実 

☑犯罪の経歴 

□犯罪により害を被った事実 

☑病歴 

☑心身の機能の障害 

□健康診断等の結果 

□医師等による心身状態の改善指導・診療・調剤 

取扱理由 
理由：町税等の滞納処分のため 

根拠法令：地方税法、国税徴収法 

条例要配慮個人情報
の取扱い 

 

取扱理由 
理由： 

根拠法令： 

個人情報の取得先 

☑本人から取得 

☑本人以外から取得 

本人以外の場合の取得先 

滞納者の資産に係る情報を保有する者 
□同一機関内 

☑町の他機関 

☑他の官公庁 

☑公共的・公益団体 

☑民間事業者 

□私人 
【法令等の定め】 

地方税法、国税徴収法、大台町税条例 

目 的 外 利 用 

（他事務の利用） 
□有 ☑□無 

目的外利用を行う事務名 

 

提     供 □有 ☑□無 
経常的な提供先 

 

処理・保存形態 

処理形態 保存形態 事務処理委託 

□パソコン単体（ソフトウエア） 

☑情報システム（ネットワーク） 

☑手作業処理 

☑紙媒体（フィルムを含む） 

☑サーバ（ネットワーク） 

□電磁的記録媒体 

☑有 

□無 

個人情報ファイル 

・公文書名 

滞納整理システム、納税勧奨・履歴、滞納者の財産等調査、交付要求関係、差し押さ
え関係、公売関係、三重地方税管理回収機構、町税等滞納委員会 

備     考  

 

 



13 

個人情報取扱事務登録簿 

 

事 務 の 名 称 地方税の課税・納税証明書等の発行に関する事務 
整理番号 

税住－１３ 
担 当 課 ・ 係 税務住民課 収納係 

事 務 の 目 的 

又 は 概 要 
所得・課税証明書や固定資産に関する証明書等の適正な交付に関する事務 

事 務 開 始 日 平成 18 年 1 月 10 日 事 務 変 更 日 年 月 日 

事 務 廃 止 日 年 月 日 個人情報消去日 年 月 日 

対象者の範囲 証明書交付申請者及び証明該当者 
対象者数 

 

個人情報の項目 

一般的取扱事項 

基本的事項 経歴・成績 経済・状況 生活事項 

☑整理番号 

☑氏名 

□性別 

☑電話番号 

☑生年月日・年齢 

☑住所 

□本籍・国籍 

□印影 

☑個人番号 

□その他 

□学業・学歴 

□職業・職歴 

□地位 

□資格 

□成績・評価 

□賞罰 

□その他 

□所得・収入 

□資産状況 

□取引状況 

□公的扶助受給 

□口座番号等 

□その他 

□家族状況 

□親族・続柄 

□婚姻歴 

□居住状況 

□社会的活動 

□団体加入状況 

□意見・要望 

□趣味・嗜好 

□その他 

要配慮個人情報の
取扱い 

□人種 

□信条 

□社会的身分 

□刑事事件手続に関する事実 

□少年保護事件手続に関する事実 

□犯罪の経歴 

□犯罪により害を被った事実 

□病歴 

□心身の機能の障害 

□健康診断等の結果 

□医師等による心身状態の改善指導・診療・調剤 

取扱理由 
理由： 

根拠法令： 

条例要配慮個人情報
の取扱い 

 

取扱理由 
理由： 

根拠法令： 

個人情報の取得先 

☑本人から取得 

□本人以外から取得 

本人以外の場合の取得先 

 
□同一機関内 

□町の他機関 

□他の官公庁 

□公共的・公益団体 

□民間事業者 

□私人 
【法令等の定め】 

 

目 的 外 利 用 

（他事務の利用） 
□有 ☑□無 

目的外利用を行う事務名 

 

提     供 □有 ☑□無 
経常的な提供先 

 

処理・保存形態 

処理形態 保存形態 事務処理委託 

□パソコン単体（ソフトウエア） 

☑情報システム（ネットワーク） 

☑手作業処理 

☑紙媒体（フィルムを含む） 

☑サーバ（ネットワーク） 

□電磁的記録媒体 

□有 

☑無 

個人情報ファイル 

・公文書名 

所得・課税証明書等の住民税に関するもの、評価証明書、公課証明書等の固定資産税
に関するもの、住宅用家屋証明書 

備     考  

 

 



14 

個人情報取扱事務登録簿 

 

事 務 の 名 称 戸籍に関する事務 
整理番号 

税住－１４ 
担 当 課 ・ 係 税務住民課 住民係 

事 務 の 目 的 

又 は 概 要 

日本国民の国籍とその親族的身分関係（夫婦、親子等の親族法における身分上の地位）
を、「戸籍」という公文書に記録し、これを公証することを目的とするもの。 

事 務 開 始 日 平成１８年１月１０日 事 務 変 更 日 年 月 日 

事 務 廃 止 日 年 月 日 個人情報消去日 年 月 日 

対象者の範囲 大台町に本籍がある者、届出者、証明書の申請者 
対象者数 

 

個人情報の項目 

一般的取扱事項 

基本的事項 経歴・成績 経済・状況 生活事項 

□整理番号 

☑氏名 

☑性別 

☑電話番号 

☑生年月日・年齢 

☑住所 

☑本籍・国籍 

□印影 

□個人番号 

□その他 

□学業・学歴 

☑職業・職歴 

□地位 

□資格 

□成績・評価 

□賞罰 

□その他 

□所得・収入 

□資産状況 

□取引状況 

□公的扶助受給 

□口座番号等 

□その他 

☑家族状況 

☑親族・続柄 

☑婚姻歴 

□居住状況 

□社会的活動 

□団体加入状況 

□意見・要望 

□趣味・嗜好 

□その他 

要配慮個人情報の
取扱い 

□人種 

□信条 

□社会的身分 

□刑事事件手続に関する事実 

□少年保護事件手続に関する事実 

□犯罪の経歴 

□犯罪により害を被った事実 

☑病歴 

□心身の機能の障害 

□健康診断等の結果 

□医師等による心身状態の改善指導・診療・調剤 

取扱理由 
理由：法令等の定めによる 

根拠法令：戸籍法、民法、国籍法 

条例要配慮個人情報
の取扱い 

 

取扱理由 
理由： 

根拠法令： 

個人情報の取得先 

☑本人から取得 

☑本人以外から取得 

本人以外の場合の取得先 

他市区町村戸籍住基事務主管課 
□同一機関内 

□町の他機関 

☑他の官公庁 

□公共的・公益団体 

□民間事業者 

□私人 
【法令等の定め】 

戸籍法、住民基本台帳法 

目 的 外 利 用 

（他事務の利用） 
□有 ☑無 

目的外利用を行う事務名 

 

提     供 ☑有 □無 
経常的な提供先 

松阪法務局 

処理・保存形態 

処理形態 保存形態 事務処理委託 

□パソコン単体（ソフトウエア） 

☑情報システム（ネットワーク） 

☑手作業処理 

☑紙媒体（フィルムを含む） 

☑サーバ（ネットワーク） 

□電磁的記録媒体 

□有 

☑無 

個人情報ファイル 

・公文書名 
戸籍簿、除籍簿、改製原戸籍簿、戸籍の附票、戸籍の除附票 

備     考  

 

 



15 

個人情報取扱事務登録簿 

 

事 務 の 名 称 犯罪人名簿に関する事務 
整理番号 

税住－１５ 
担 当 課 ・ 係 税務住民課 住民係 

事 務 の 目 的 

又 は 概 要 
犯罪人名簿により各種資格等の制限を加えることをするもの 

事 務 開 始 日 平成１８年１月１０日 事 務 変 更 日 年 月 日 

事 務 廃 止 日 年 月 日 個人情報消去日 年 月 日 

対象者の範囲 事件本人 
対象者数 

６４人 

個人情報の項目 

一般的取扱事項 

基本的事項 経歴・成績 経済・状況 生活事項 

□整理番号 

☑氏名 

☑性別 

□電話番号 

☑生年月日・年齢 

☑住所 

☑本籍・国籍 

□印影 

□個人番号 

□その他 

□学業・学歴 

□職業・職歴 

□地位 

□資格 

□成績・評価 

□賞罰 

□その他 

□所得・収入 

□資産状況 

□取引状況 

□公的扶助受給 

□口座番号等 

□その他 

□家族状況 

□親族・続柄 

□婚姻歴 

□居住状況 

□社会的活動 

□団体加入状況 

□意見・要望 

□趣味・嗜好 

□その他 

要配慮個人情報の
取扱い 

□人種 

□信条 

□社会的身分 

□刑事事件手続に関する事実 

□少年保護事件手続に関する事実 

☑犯罪の経歴 

□犯罪により害を被った事実 

□病歴 

□心身の機能の障害 

□健康診断等の結果 

□医師等による心身状態の改善指導・診療・調剤 

取扱理由 
理由：照会回答、選挙管理委員会への通知 

根拠法令： 

条例要配慮個人情報
の取扱い 

 

取扱理由 
理由： 

根拠法令： 

個人情報の取得先 

□本人から取得 

☑本人以外から取得 

本人以外の場合の取得先 

検察庁 
□同一機関内 

□町の他機関 

☑他の官公庁 

□公共的・公益団体 

□民間事業者 

□私人 
【法令等の定め】 

 

目 的 外 利 用 

（他事務の利用） 
□有 ☑無 

目的外利用を行う事務名 

 

提     供 ☑有 □無 
経常的な提供先 

住所登録地の選挙管理委員会 

処理・保存形態 

処理形態 保存形態 事務処理委託 

□パソコン単体（ソフトウエア） 

☑情報システム（ネットワーク） 

☑手作業処理 

☑紙媒体（フィルムを含む） 

☑サーバ（ネットワーク） 

□電磁的記録媒体 

□有 

☑無 

個人情報ファイル 

・公文書名 
犯罪人名簿、既決犯罪人名簿、戸籍総合システム 

備     考  

 

 



16 

個人情報取扱事務登録簿 

 

事 務 の 名 称 身分証明書の交付に関する事務 
整理番号 

税住－１６ 
担 当 課 ・ 係 税務住民課 住民係 

事 務 の 目 的 

又 は 概 要 
法律に基づく資格の証明 

事 務 開 始 日 平成１８年１月１０日 事 務 変 更 日 年 月 日 

事 務 廃 止 日 年 月 日 個人情報消去日 年 月 日 

対象者の範囲 大台町に本籍を有する者 
対象者数 

１３，０３６人 

個人情報の項目 

一般的取扱事項 

基本的事項 経歴・成績 経済・状況 生活事項 

□整理番号 

☑氏名 

☑性別 

□電話番号 

☑生年月日・年齢 

☑住所 

☑本籍・国籍 

□印影 

□個人番号 

□その他 

□学業・学歴 

□職業・職歴 

□地位 

□資格 

□成績・評価 

□賞罰 

□その他 

□所得・収入 

□資産状況 

□取引状況 

□公的扶助受給 

□口座番号等 

□その他 

□家族状況 

□親族・続柄 

□婚姻歴 

□居住状況 

□社会的活動 

□団体加入状況 

□意見・要望 

□趣味・嗜好 

□その他 

要配慮個人情報の
取扱い 

□人種 

□信条 

□社会的身分 

□刑事事件手続に関する事実 

□少年保護事件手続に関する事実 

☑犯罪の経歴 

□犯罪により害を被った事実 

□病歴 

□心身の機能の障害 

□健康診断等の結果 

□医師等による心身状態の改善指導・診療・調剤 

取扱理由 
理由：法令等の定めによる 

根拠法令：地方自治法、破産法、後見登記等に関する法律 

条例要配慮個人情報
の取扱い 

 

取扱理由 
理由： 

根拠法令： 

個人情報の取得先 

□本人から取得 

☑本人以外から取得 

本人以外の場合の取得先 

検察庁、地方裁判所 
□同一機関内 

□町の他機関 

☑他の官公庁 

□公共的・公益団体 

□民間事業者 

□私人 
【法令等の定め】 

破産法、後見登記等に関する法律 

目 的 外 利 用 

（他事務の利用） 
□有 ☑無 

目的外利用を行う事務名 

 

提     供 □有 ☑無 
経常的な提供先 

 

処理・保存形態 

処理形態 保存形態 事務処理委託 

□パソコン単体（ソフトウエア） 

☑情報システム（ネットワーク） 

☑手作業処理 

☑紙媒体（フィルムを含む） 

☑サーバ（ネットワーク） 

□電磁的記録媒体 

□有 

☑無 

個人情報ファイル 

・公文書名 
犯罪人名簿、成年後見名簿、破産者名簿、戸籍総合システム 

備     考  

 

 



17 

個人情報取扱事務登録簿 

 

事 務 の 名 称 住民基本台帳に関する事務 
整理番号 

税住－１７ 
担 当 課 ・ 係 税務住民課 住民係 

事 務 の 目 的 

又 は 概 要 

住民基本台帳事務（住所登録、諸証明交付、支援措置、住民実態調査、住民基本台帳
閲覧等にかかる事務） 

事 務 開 始 日 平成１８年１月１０日 事 務 変 更 日 年 月 日 

事 務 廃 止 日 年 月 日 個人情報消去日 年 月 日 

対象者の範囲 大台町に住所を有する者、申請者、代理人等 
対象者数 

８，６００人 

個人情報の項目 

一般的取扱事項 

基本的事項 経歴・成績 経済・状況 生活事項 

☑整理番号 

☑氏名 

☑性別 

☑電話番号 

☑生年月日・年齢 

☑住所 

☑本籍・国籍 

□印影 

☑個人番号 

☑その他 

□学業・学歴 

□職業・職歴 

□地位 

□資格 

□成績・評価 

□賞罰 

□その他 

□所得・収入 

□資産状況 

□取引状況 

□公的扶助受給 

□口座番号等 

□その他 

☑家族状況 

☑親族・続柄 

□婚姻歴 

□居住状況 

□社会的活動 

□団体加入状況 

□意見・要望 

□趣味・嗜好 

□その他 

要配慮個人情報の
取扱い 

□人種 

□信条 

□社会的身分 

□刑事事件手続に関する事実 

□少年保護事件手続に関する事実 

□犯罪の経歴 

□犯罪により害を被った事実 

□病歴 

□心身の機能の障害 

□健康診断等の結果 

□医師等による心身状態の改善指導・診療・調剤 

取扱理由 
理由： 

根拠法令： 

条例要配慮個人情報
の取扱い 

 

取扱理由 
理由： 

根拠法令： 

個人情報の取得先 

☑本人から取得 

☑本人以外から取得 

本人以外の場合の取得先 

関係する官公庁 
☑同一機関内 

□町の他機関 

☑他の官公庁 

□公共的・公益団体 

□民間事業者 

□私人 
【法令等の定め】 

  住民基本台帳法 

目 的 外 利 用 

（他事務の利用） 
□有 ☑無 

目的外利用を行う事務名 

 

提     供 ☑有 □無 
経常的な提供先 

大台町教育委員会 

処理・保存形態 

処理形態 保存形態 事務処理委託 

□パソコン単体（ソフトウエア） 

☑情報システム（ネットワーク） 

☑手作業処理 

☑紙媒体（フィルムを含む） 

☑サーバ（ネットワーク） 

□電磁的記録媒体 

□有 

☑無 

個人情報ファイル 

・公文書名 

住民基本台帳システム、支援措置申出・通知綴り、住民実態調査綴り、住民基本台帳
閲覧名簿 

備     考  

 

 



18 

個人情報取扱事務登録簿 

 

事 務 の 名 称 印鑑登録に関する事務 
整理番号 

税住－１８ 
担 当 課 ・ 係 税務住民課 住民係 

事 務 の 目 的 

又 は 概 要 
大台町に住所登録がある者の印鑑登録及び印鑑証明書の交付に関する事務 

事 務 開 始 日 平成１８年１月１０日 事 務 変 更 日 年 月 日 

事 務 廃 止 日 年 月 日 個人情報消去日 年 月 日 

対象者の範囲 大台町に住所を有する者、申請者、代理人等 
対象者数 

８，０００人 

個人情報の項目 

一般的取扱事項 

基本的事項 経歴・成績 経済・状況 生活事項 

☑整理番号 

☑氏名 

☑性別 

□電話番号 

☑生年月日・年齢 

☑住所 

□本籍・国籍 

☑印影 

□個人番号 

□その他 

□学業・学歴 

□職業・職歴 

□地位 

□資格 

□成績・評価 

□賞罰 

□その他 

□所得・収入 

□資産状況 

□取引状況 

□公的扶助受給 

□口座番号等 

□その他 

□家族状況 

□親族・続柄 

□婚姻歴 

□居住状況 

□社会的活動 

□団体加入状況 

□意見・要望 

□趣味・嗜好 

□その他 

要配慮個人情報の
取扱い 

□人種 

□信条 

□社会的身分 

□刑事事件手続に関する事実 

□少年保護事件手続に関する事実 

□犯罪の経歴 

□犯罪により害を被った事実 

□病歴 

□心身の機能の障害 

□健康診断等の結果 

□医師等による心身状態の改善指導・診療・調剤 

取扱理由 
理由： 

根拠法令： 

条例要配慮個人情報
の取扱い 

 

取扱理由 
理由： 

根拠法令： 

個人情報の取得先 

☑本人から取得 

□本人以外から取得 

本人以外の場合の取得先 

 
□同一機関内 

□町の他機関 

□他の官公庁 

□公共的・公益団体 

□民間事業者 

□私人 
【法令等の定め】 

  

目 的 外 利 用 

（他事務の利用） 
□有 ☑無 

目的外利用を行う事務名 

 

提     供 □有 ☑無 
経常的な提供先 

 

処理・保存形態 

処理形態 保存形態 事務処理委託 

□パソコン単体（ソフトウエア） 

☑情報システム（ネットワーク） 

☑手作業処理 

☑紙媒体（フィルムを含む） 

☑サーバ（ネットワーク） 

□電磁的記録媒体 

□有 

☑無 

個人情報ファイル 

・公文書名 
印鑑登録システム、印鑑登録申請書・原票 

備     考  
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個人情報取扱事務登録簿 

 

事 務 の 名 称 人口動態調査に関する事務 
整理番号 

税住－１９ 
担 当 課 ・ 係 税務住民課 住民係 

事 務 の 目 的 

又 は 概 要 
人口動態調査に関する事務 

事 務 開 始 日 平成１８年１月１０日 事 務 変 更 日 年 月 日 

事 務 廃 止 日 年 月 日 個人情報消去日 年 月 日 

対象者の範囲 大台町に戸籍の届出を提出した方 
対象者数 

 

個人情報の項目 

一般的取扱事項 

基本的事項 経歴・成績 経済・状況 生活事項 

☑整理番号 

☑氏名 

☑性別 

□電話番号 

☑生年月日・年齢 

☑住所 

☑本籍・国籍 

□印影 

□個人番号 

□その他 

□学業・学歴 

☑職業・職歴 

□地位 

□資格 

□成績・評価 

□賞罰 

□その他 

□所得・収入 

□資産状況 

□取引状況 

□公的扶助受給 

□口座番号等 

□その他 

☑家族状況 

□親族・続柄 

☑婚姻歴 

□居住状況 

□社会的活動 

□団体加入状況 

□意見・要望 

□趣味・嗜好 

□その他 

要配慮個人情報の
取扱い 

□人種 

□信条 

□社会的身分 

□刑事事件手続に関する事実 

□少年保護事件手続に関する事実 

□犯罪の経歴 

□犯罪により害を被った事実 

☑病歴 

□心身の機能の障害 

□健康診断等の結果 

□医師等による心身状態の改善指導・診療・調剤 

取扱理由 
理由：法令の定めによる 

根拠法令：人口動態調査令、人口動態調査令施行細則 

条例要配慮個人情報
の取扱い 

 

取扱理由 
理由： 

根拠法令： 

個人情報の取得先 

☑本人から取得 

□本人以外から取得 

本人以外の場合の取得先 

 
□同一機関内 

□町の他機関 

□他の官公庁 

□公共的・公益団体 

□民間事業者 

□私人 
【法令等の定め】 

 

目 的 外 利 用 

（他事務の利用） 
□有 ☑無 

目的外利用を行う事務名 

 

提     供 ☑有 □無 
経常的な提供先 

松阪保健所 

処理・保存形態 

処理形態 保存形態 事務処理委託 

□パソコン単体（ソフトウエア） 

☑情報システム（ネットワーク） 

□手作業処理 

☑紙媒体（フィルムを含む） 

☑サーバ（ネットワーク） 

□電磁的記録媒体 

□有 

☑無 

個人情報ファイル 

・公文書名 
人口動態調査データ 

備     考  
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個人情報取扱事務登録簿 

 

事 務 の 名 称 特別永住者証明書の交付に関する事務 
整理番号 

税住－２０ 
担 当 課 ・ 係 税務住民課 住民係 

事 務 の 目 的 

又 は 概 要 
特別永住者証明書の申請・更新等に関する事務 

事 務 開 始 日 平成１８年１月１０日 事 務 変 更 日 年 月 日 

事 務 廃 止 日 年 月 日 個人情報消去日 年 月 日 

対象者の範囲 特別永住者、代理人 
対象者数 

３人 

個人情報の項目 

一般的取扱事項 

基本的事項 経歴・成績 経済・状況 生活事項 

□整理番号 

☑氏名 

☑性別 

☑電話番号 

☑生年月日・年齢 

☑住所 

☑本籍・国籍 

□印影 

□個人番号 

□その他 

□学業・学歴 

□職業・職歴 

□地位 

□資格 

□成績・評価 

□賞罰 

□その他 

□所得・収入 

□資産状況 

□取引状況 

□公的扶助受給 

□口座番号等 

□その他 

□家族状況 

□親族・続柄 

□婚姻歴 

□居住状況 

□社会的活動 

□団体加入状況 

□意見・要望 

□趣味・嗜好 

□その他 

要配慮個人情報の
取扱い 

□人種 

□信条 

□社会的身分 

□刑事事件手続に関する事実 

□少年保護事件手続に関する事実 

□犯罪の経歴 

□犯罪により害を被った事実 

□病歴 

□心身の機能の障害 

□健康診断等の結果 

□医師等による心身状態の改善指導・診療・調剤 

取扱理由 
理由： 

根拠法令： 

条例要配慮個人情報
の取扱い 

 

取扱理由 
理由： 

根拠法令： 

個人情報の取得先 

☑本人から取得 

□本人以外から取得 

本人以外の場合の取得先 

 
□同一機関内 

□町の他機関 

□他の官公庁 

□公共的・公益団体 

□民間事業者 

□私人 
【法令等の定め】 

 

目 的 外 利 用 

（他事務の利用） 
□有 ☑無 

目的外利用を行う事務名 

 

提     供 □有 ☑無 
経常的な提供先 

 

処理・保存形態 

処理形態 保存形態 事務処理委託 

□パソコン単体（ソフトウエア） 

☑情報システム（ネットワーク） 

☑手作業処理 

☑紙媒体（フィルムを含む） 

☑サーバ（ネットワーク） 

□電磁的記録媒体 

□有 

☑無 

個人情報ファイル 

・公文書名 
特別永住者証明書関係・申請受理簿 

備     考  
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個人情報取扱事務登録簿 

 

事 務 の 名 称 戦没者等の遺族に対する特別弔慰金の支給に関する事務 
整理番号 

税住－２１ 
担 当 課 ・ 係 税務住民課 住民係 

事 務 の 目 的 

又 は 概 要 
戦没者等の遺族に対する特別弔慰金支給法に基づく請求受付及び支給に関する事務 

事 務 開 始 日 平成１８年１月１０日 事 務 変 更 日 年 月 日 

事 務 廃 止 日 年 月 日 個人情報消去日 年 月 日 

対象者の範囲 戦没者等の遺族 
対象者数 

２００人 

個人情報の項目 

一般的取扱事項 

基本的事項 経歴・成績 経済・状況 生活事項 

□整理番号 

☑氏名 

□性別 

☑電話番号 

☑生年月日・年齢 

☑住所 

☑本籍・国籍 

□印影 

□個人番号 

□その他 

□学業・学歴 

□職業・職歴 

□地位 

□資格 

□成績・評価 

□賞罰 

□その他 

□所得・収入 

□資産状況 

□取引状況 

□公的扶助受給 

□口座番号等 

□その他 

□家族状況 

□親族・続柄 

□婚姻歴 

□居住状況 

□社会的活動 

□団体加入状況 

□意見・要望 

□趣味・嗜好 

□その他 

要配慮個人情報の
取扱い 

□人種 

□信条 

□社会的身分 

□刑事事件手続に関する事実 

□少年保護事件手続に関する事実 

□犯罪の経歴 

□犯罪により害を被った事実 

□病歴 

□心身の機能の障害 

□健康診断等の結果 

□医師等による心身状態の改善指導・診療・調剤 

取扱理由 
理由： 

根拠法令： 

条例要配慮個人情報
の取扱い 

 

取扱理由 
理由： 

根拠法令： 

個人情報の取得先 

☑本人から取得 

□本人以外から取得 

本人以外の場合の取得先 

 
□同一機関内 

□町の他機関 

□他の官公庁 

□公共的・公益団体 

□民間事業者 

□私人 
【法令等の定め】 

 

目 的 外 利 用 

（他事務の利用） 
□有 ☑無 

目的外利用を行う事務名 

 

提     供 ☑有 □無 
経常的な提供先 

三重県庁 

処理・保存形態 

処理形態 保存形態 事務処理委託 

☑パソコン単体（ソフトウエア） 

□情報システム（ネットワーク） 

□手作業処理 

☑紙媒体（フィルムを含む） 

☑サーバ（ネットワーク） 

□電磁的記録媒体 

□有 

☑無 

個人情報ファイル 

・公文書名 
特別弔慰金請求書綴 

備     考  
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個人情報取扱事務登録簿 

 

事 務 の 名 称 改葬の許可に関する事務 
整理番号 

税住－２２ 
担 当 課 ・ 係 税務住民課 住民係 

事 務 の 目 的 

又 は 概 要 
墓地の改葬に関する事務 

事 務 開 始 日 平成１８年１月１０日 事 務 変 更 日 令和６年１２月１３日 

事 務 廃 止 日 年 月 日 個人情報消去日 年 月 日 

対象者の範囲 申請者 
対象者数 

 

個人情報の項目 

一般的取扱事項 

基本的事項 経歴・成績 経済・状況 生活事項 

□整理番号 

☑氏名 

□性別 

□電話番号 

☑生年月日・年齢 

☑住所 

☑本籍・国籍 

□印影 

□個人番号 

□その他 

□学業・学歴 

□職業・職歴 

□地位 

□資格 

□成績・評価 

□賞罰 

□その他 

□所得・収入 

□資産状況 

□取引状況 

□公的扶助受給 

□口座番号等 

□その他 

□家族状況 

□親族・続柄 

□婚姻歴 

□居住状況 

□社会的活動 

□団体加入状況 

□意見・要望 

□趣味・嗜好 

□その他 

要配慮個人情報の
取扱い 

□人種 

□信条 

□社会的身分 

□刑事事件手続に関する事実 

□少年保護事件手続に関する事実 

□犯罪の経歴 

□犯罪により害を被った事実 

□病歴 

□心身の機能の障害 

□健康診断等の結果 

□医師等による心身状態の改善指導・診療・調剤 

取扱理由 
理由： 

根拠法令： 

条例要配慮個人情報
の取扱い 

 

取扱理由 
理由： 

根拠法令： 

個人情報の取得先 

☑本人から取得 

□本人以外から取得 

本人以外の場合の取得先 

 
□同一機関内 

□町の他機関 

□他の官公庁 

□公共的・公益団体 

□民間事業者 

□私人 
【法令等の定め】 

墓地、埋葬等に関する法律 

目 的 外 利 用 

（他事務の利用） 
□有 ☑無 

目的外利用を行う事務名 

 

提     供 □有 ☑無 
経常的な提供先 

 

処理・保存形態 

処理形態 保存形態 事務処理委託 

☑パソコン単体（ソフトウエア） 

□情報システム（ネットワーク） 

□手作業処理 

☑紙媒体（フィルムを含む） 

☑サーバ（ネットワーク） 

□電磁的記録媒体 

□有 

☑無 

個人情報ファイル 

・公文書名 
改葬許可申請書及び許可証 

備     考  
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個人情報取扱事務登録簿 

 

事 務 の 名 称 墓地の使用許可等に関する事務 
整理番号 

税住－２３ 
担 当 課 ・ 係 税務住民課 住民係、各出張所 

事 務 の 目 的 

又 は 概 要 
墓地、火葬場の使用・経営許可等に関する事務 

事 務 開 始 日 平成１８年１月１０日 事 務 変 更 日 令和６年１２月１３日 

事 務 廃 止 日 年 月 日 個人情報消去日 年 月 日 

対象者の範囲 申請者 
対象者数 

 

個人情報の項目 

一般的取扱事項 

基本的事項 経歴・成績 経済・状況 生活事項 

□整理番号 

☑氏名 

□性別 

□電話番号 

☑生年月日・年齢 

☑住所 

☑本籍・国籍 

□印影 

□個人番号 

□その他 

□学業・学歴 

□職業・職歴 

□地位 

□資格 

□成績・評価 

□賞罰 

□その他 

□所得・収入 

□資産状況 

□取引状況 

□公的扶助受給 

□口座番号等 

□その他 

□家族状況 

□親族・続柄 

□婚姻歴 

□居住状況 

□社会的活動 

□団体加入状況 

□意見・要望 

□趣味・嗜好 

□その他 

要配慮個人情報の
取扱い 

□人種 

□信条 

□社会的身分 

□刑事事件手続に関する事実 

□少年保護事件手続に関する事実 

□犯罪の経歴 

□犯罪により害を被った事実 

□病歴 

□心身の機能の障害 

□健康診断等の結果 

□医師等による心身状態の改善指導・診療・調剤 

取扱理由 
理由： 

根拠法令： 

条例要配慮個人情報
の取扱い 

 

取扱理由 
理由： 

根拠法令： 

個人情報の取得先 

☑本人から取得 

□本人以外から取得 

本人以外の場合の取得先 

【法令等の定め】 

 

墓地、埋葬等に関する法律、大台町墓地
等経営許可等に関する事務取扱要領、大
台町墓地整備事業補助金交付要綱 

□同一機関内 

□町の他機関 

□他の官公庁 

□公共的・公益団体 

□民間事業者 

□私人 

目 的 外 利 用 

（他事務の利用） 
□有 ☑無 

目的外利用を行う事務名 

 

提     供 □有 ☑無 
経常的な提供先 

 

処理・保存形態 

処理形態 保存形態 事務処理委託 

☑パソコン単体（ソフトウエア） 

□情報システム（ネットワーク） 

□手作業処理 

☑紙媒体（フィルムを含む） 

☑サーバ（ネットワーク） 

□電磁的記録媒体 

□有 

☑無 

個人情報ファイル 

・公文書名 

火葬場使用・死体（胎）埋火葬許可申請書、大台町墓地台帳、墓地等経営許可申請書、
墓地整備事業補助金綴り 

備     考  
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個人情報取扱事務登録簿 

 

事 務 の 名 称 個人番号カードの交付・更新及び利用に関する事務 
整理番号 

税住－２４ 
担 当 課 ・ 係 税務住民課 住民係 

事 務 の 目 的 

又 は 概 要 
個人番号カードの交付・更新等に関する事務 

事 務 開 始 日 平成１８年１月１０日 事 務 変 更 日 年 月 日 

事 務 廃 止 日 年 月 日 個人情報消去日 年 月 日 

対象者の範囲 大台町に住所を有する者、申請者、代理人等 
対象者数 

８，６００人 

個人情報の項目 

一般的取扱事項 

基本的事項 経歴・成績 経済・状況 生活事項 

☑整理番号 

☑氏名 

☑性別 

☑電話番号 

☑生年月日・年齢 

☑住所 

☑本籍・国籍 

□印影 

☑個人番号 

☑その他 

□学業・学歴 

□職業・職歴 

□地位 

□資格 

□成績・評価 

□賞罰 

□その他 

□所得・収入 

□資産状況 

□取引状況 

□公的扶助受給 

□口座番号等 

□その他 

☑家族状況 

☑親族・続柄 

□婚姻歴 

□居住状況 

□社会的活動 

□団体加入状況 

□意見・要望 

□趣味・嗜好 

□その他 

要配慮個人情報の
取扱い 

□人種 

□信条 

□社会的身分 

□刑事事件手続に関する事実 

□少年保護事件手続に関する事実 

□犯罪の経歴 

□犯罪により害を被った事実 

□病歴 

□心身の機能の障害 

□健康診断等の結果 

□医師等による心身状態の改善指導・診療・調剤 

取扱理由 
理由： 

根拠法令： 

条例要配慮個人情報
の取扱い 

 

取扱理由 
理由： 

根拠法令： 

個人情報の取得先 

☑本人から取得 

☑本人以外から取得 

本人以外の場合の取得先 

 
☑同一機関内 

□町の他機関 

☑他の官公庁 

□公共的・公益団体 

□民間事業者 

□私人 
【法令等の定め】 

 住民基本台帳法 

目 的 外 利 用 

（他事務の利用） 
□有 ☑無 

目的外利用を行う事務名 

 

提     供 □有 ☑無 
経常的な提供先 

 

処理・保存形態 

処理形態 保存形態 事務処理委託 

□パソコン単体（ソフトウエア） 

☑情報システム（ネットワーク） 

☑手作業処理 

☑紙媒体（フィルムを含む） 

☑サーバ（ネットワーク） 

□電磁的記録媒体 

□有 

☑無 

個人情報ファイル 

・公文書名 
住民基本台帳システム、個人番号カード申請書等綴り 

備     考  
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個人情報取扱事務登録簿 

 

事 務 の 名 称 大台町戦没者追悼式に関する事務 
整理番号 

税住－２５ 
担 当 課 ・ 係 税務住民課 住民係 

事 務 の 目 的 

又 は 概 要 
戦没者の追悼に関する事務 

事 務 開 始 日 令和５年 ９月 ６日 事 務 変 更 日 年  月  日 

事 務 廃 止 日 年  月  日 個人情報消去日 年  月  日 

対象者の範囲 大台町内に在住する戦没者遺族 
対象者数 

４５０名程度 

個人情報の項目 

一般的取扱事項 

基本的事項 経歴・成績 経済・状況 生活事項 

□整理番号 

☑氏名 

□性別 

□電話番号 

□生年月日・年齢 

☑住所 

□本籍・国籍 

□印影 

□個人番号 

□その他 

□学業・学歴 

□職業・職歴 

□地位 

□資格 

□成績・評価 

□賞罰 

□その他 

□所得・収入 

□資産状況 

□取引状況 

□公的扶助受給 

□口座番号等 

□その他 

□家族状況 

□親族・続柄 

□婚姻歴 

□居住状況 

□社会的活動 

□団体加入状況 

□意見・要望 

□趣味・嗜好 

□その他 

要配慮個人情報の
取扱い 

□人種 

□信条 

□社会的身分 

□刑事事件手続に関する事実 

□少年保護事件手続に関する事実 

□犯罪の経歴 

□犯罪により害を被った事実 

□病歴 

□心身の機能の障害 

□健康診断等の結果 

□医師等による心身状態の改善指導・診療・調剤 

取扱理由 
理由： 

根拠法令： 

条例要配慮個人情報
の取扱い 

 

取扱理由 
理由： 

根拠法令： 

個人情報の取得先 

□本人から取得 

☑本人以外から取得 

本人以外の場合の取得先 

大台町社会福祉協議会 
☑同一機関内 

□町の他機関 

□他の官公庁 

☑公共的・公益団体 

□民間事業者 

□私人 
【法令等の定め】 

 

目 的 外 利 用 

（他事務の利用） 
□有 ☑無 

目的外利用を行う事務名 

 

提     供 ☑有 □無 
経常的な提供先 

大台町社会福祉協議会 

処理・保存形態 

処理形態 保存形態 事務処理委託 

☑パソコン単体（ソフトウエア） 

☑情報システム（ネットワーク） 

□手作業処理 

☑紙媒体（フィルムを含む） 

☑サーバ（ネットワーク） 

□電磁的記録媒体 

□有 

☑無 

個人情報ファイル 

・公文書名 
遺族名簿（大台地区）、遺族名簿（宮川地区）、遺族会簡易名簿 

備     考  

 

 


